
【監督指導において違法な長時間労働を認めた事例】 

 

倉庫業 

① 倉庫業の事業場（労働者約１００人）で勤務する労働者からの、長時間労働の実態があ 

るという情報に基づき、立入調査を実施した。 

② 倉庫内で商品の仕分けを行う労働者１１人について、業務量に比して人員体制が不十分 

であったことから、３６協定で定めた上限時間（特別条項：月７９時間）を超え、かつ労働

基準法に定められた時間外・休日労働の上限（月１００時間未満、複数月平均８０時間以内）

を超える、最長で１か月当たり２０１時間の違法な時間外・休日労働が認められた。 

③ 常時５０人以上の労働者を使用しているにもかかわらず、労働者に対して心理的な負担を 

把握するためのストレスチェックが実施されていなかった。 

 

接客娯楽業 

①  ゴルフ場の運営を行う事業場（労働者約８０人）において、コース管理の業務に従事す 

る労働者が急性心不全で死亡し、長時間労働を原因とする脳・心臓疾患の労災請求がなされ

たため、立入調査を実施した。 

② 脳・心臓疾患を発症した労働者について、発症前の勤務状況を確認したところ、ゴルフ選手

権の準備のために業務が集中したことにより、３６協定で定めた上限時間（月４２時間）を

超え、かつ労働基準法に定められた時間外・休日労働の上限時間（月１００時間未満）を超

える、最長で１か月当たり１３６時間の違法な時間外・休日労働が認められた。  

③ 時間外・休日労働時間が１か月当たり８０時間を超えた当該労働者に対し、時間外・休日労

働時間に関する情報を通知していなかった。  

④ 休日労働を行った労働者に対し、休日労働に対する割増賃金を全額支払っていなかった。 

 

食料品製造業 

① 各種情報により、時間外・休日労働が１か月当たり８０時間を超えていることが疑われた 

ことから、弁当等の惣菜を製造する事業場（労働者約１９０人）に、立入調査を実施した。 

② 製造ラインの労働者５人について、突発的な業務繁忙により、３６協定で定めた上限時間（特

別条項：月９９時間）を超え、かつ労働基準法に定められた時間外・休日労働の上限時間（月

１００時間未満、複数月平均８０時間以内）を超える、最長で１か月当たり１４９時間の違法

な時間外・休日労働が認められた。  

③ 衛生委員会において、長時間労働による労働者の健康障害防止を図るための対策の樹立に関

することについて調査審議されておらず、医師による面接指導制度（長時間労働を行っている

労働者に対し、医師による面接指導を実施する制度）が導入されていなかった。  

④ 定期健康診断は実施していたものの、深夜業（２２時～翌朝５時）に従事させる場合の健康

診断を実施していなかった。 


